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国道148 号線 

国道8 号線

えちごトキめき鉄道 

◎自然と歴史 
当管内は、平成 17 年 3 月 19 日の市町村合併及びその後の管轄区域 

変更により、糸魚川市 1 市となりました。南は長野県、西は富山県に 
隣接する新潟県の南西部に位置し、北アルプス連峰・頸城連山に抱か 
れた自然豊かな地域です。 
平成 27 年 3 月 14 日、北陸新幹線（長野～金沢間）の開通により、 

糸魚川駅は新幹線停車駅として観光・通勤に利用され、当地に新たな 
歴史が刻まれました。令和 3 年 3 月に日本海ひすいラインに「えちご 
押上ひすい海岸駅」が開業、今後の活性化に期待が寄せられています。 
また、姫川港が海上運送による物流コストと環境負荷の低減に取り組むセメント工場を核に、総合静脈物流拠点港

（リサイクルポート）として国土交通省から指定を受け、物流ネットワークの拠点としてその経済効果も期待されて

います。 
糸魚川市は、日本を東西に分断する「糸魚川－静岡構造線（フォッサマグナ）」の起点であり、管内最大河川の姫川

に伸びているこの構造線により、急峻な地形が形成され、中・小河川が深くくいこみ、その流域沿いと河口周辺の平

地や海岸線に沿って拓けています。 
歴史は古く、縄文時代の遺跡や「古事記」に記される奴奈川（ぬながわ）姫と大国主命伝説など太古のロマン漂う

地として、また、東西交通の要所として発展してきた経緯による文化の融合と固有のヒスイ文化が重層するたいへん

味わい深い地域です。なお、ヒスイは、平成 28 年 9 月には日本鉱物科学会が選ぶ「国石」となり、令和 4 年 11 月に

は新潟県の石に指定されました。 

◎産業と雇用 
主な産業は、建設業をはじめ、自然が創り出したカルスト地形からの良質の石灰岩と豊富な水資源を利用したセメ

ント・化学製品製造業が中心で、これに関連するメンテナンス・運輸・製缶等の関連業種が幅広く展開しています。 
また、高速交通体系の整備から産業の多様化が進んで、恵まれた自然環境を背景とした観光産業にも力を入れてお

り、この効果もこれから期待されているところです。 
管内は、人口流出、少子高齢化による労働人口の減少が大きな問題になっており、新規学卒者の管内就職促進のほ

か、多様な人材が活躍できるよう就業ニーズに応じた就業機会の確保に積極的に取り組んでいます。 
 

 
ＪＲ北陸新幹線 

親不知ピアパーク 

ＪＲ大糸線 
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資料：総務省統計局「令和 3年経済センサス-活動調査」 

資料：令和 2年 10 月 1 日国勢調査 

 

 

 

 

昭和  5 年  1 月  能生町に｢東部組合立職業紹介所｣を設立 
昭和  6 年  4 月  糸魚川町に｢西部組合立職業紹介所｣を設立 
昭和 13 年  4 月  東部、西部を統合 糸魚川職業紹介所設立 
昭和 13 年 11 月  国営移管 
昭和 16 年  2 月  ｢糸魚川国民職業指導所｣と改称 
昭和 19 年  3 月  ｢糸魚川国民勤労働員署｣と改称 
昭和 20 年 10 月  ｢糸魚川勤労署｣と改称 
昭和 22 年  4 月  ｢糸魚川公共職業安定所｣と改称 
昭和 35 年  3 月  糸魚川市寺町 2丁目 8番 33 号に新築移転 
平成  2 年  3 月  糸魚川市横町 5丁目 9番 50 号に新築移転 

 

 

 

 
 

庶務、統計調査 
雇用保険の適用、資格得喪 
失業の認定給付、雇用継続給付 
 

 
一般職業相談、求人受理 
高年齢者の職業相談  
新規学卒職業紹介 
 
  

項　目

総　数

合　計 2,276 23 328 160 494 1,271

R3.6.1

■事業所数

その他
農　林

水産業
建設業 製造業

卸 ・

小売業

項　目

総　数

合　計 40,765 20,068 20,697 16,296 40.0

65歳以上

の割合(％)
男 女

65歳

以上

■人口に見る65歳以上の割合
R2.10.1

管 理 課 

職業紹介部門 

所 長 

組 織 図 

沿 革 

労働力状態 
項　目

地域別 建設 製造 卸・小売 サービス

合　計 746.24 17,100 39,057 20,558 19,998 1,013 7,105 2,806 4,244 11,825 2,559 3,515 55

糸魚川地域 466.62 10,854 24,485 12,890 12,580 531 4,261 1,787 2,425 7,744 1,633 2,270 44

能生地域 150.49 3,053 7,365 4,035 3,899 440 1,295 647 646 2,163 520 665 1

青海地域 129.13 3,193 7,207 3,633 3,519 42 1,549 372 1,173 1,918 406 580 10

*サービス業は、日本産業分類大分類Ｌ学術研究、専門・技術サービス業、Ｍ宿泊業、飲食サービス業、Ｎ生活関連サービス業、娯楽業、

 Ｑ複合サービス事業、Ｒサービス業（他に分類されないもの）を指す。

第１次

産　業

第２次

産　業

第３次

産　業

資料：糸魚川市令和7年度統計要覧（住民基本台帳人口）、令和2年10月1日国勢調査

産　業　別　就　業　者　　R2.10.1

分類不能

面　積

（k㎡）

R5.4.1

世帯数

R5.10.1

人　口

R5.10.1

労働力

人　口

R2.10.1 総数

（7） 

（3） 

（2） 

雇用指導官 

（1） 

障害者・高齢者雇用に関する指導・相談
雇用管理の相談 
障害者の職業相談 
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【労働市場の１０年間の動向】 

【有効求人倍率等の変動（パートを含む全数）】 

 

 

 

 

 

単位：人

項　目
年　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 前年度比（％）

3,375 3,320 3,769 3,436 2,998 3,418 3,685 3,410 3,597 3,594 ▲ 0.1

常 用 1,909 1,899 2,292 2,099 1,882 2,141 2,374 2,276 2,336 2,460 5.3

2,059 1,745 1,686 1,528 1,449 1,509 1,628 1,606 1,461 1,491 2.1

常 用 1,130 1,006 903 877 782 799 872 896 752 768 2.1

8,506 8,955 10,459 9,723 8,038 9,645 10,359 9,479 10,153 10,085 ▲ 0.7

常 用 5,097 5,220 6,473 6,035 5,242 6,076 6,775 6,488 6,786 7,053 3.9

6,614 5,937 5,872 5,584 4,975 5,439 5,743 6,380 5,657 5,765 1.9

常 用 3,868 3,394 3,165 3,037 2,607 2,810 3,177 3,454 2,951 3,050 3.4

1,034 826 835 820 655 664 771 765 705 623 ▲ 11.6

常 用 491 436 412 433 331 362 371 385 332 298 ▲ 10.2

1.29 1.51 1.78 1.74 1.62 1.77 1.80 1.49 1.79 1.75 ▲ 0.04

新　規
求　人

全　数

新　規
求　職

全　数

有　効
求　人

全　数

有　効
求　職

全　数

就　職
全　数

有効求人倍率（倍）＊

全数＝常用＋臨時・季節＋パート（新規学卒を除く）、常用＝パートを除く常用
＊有効求人倍率の前年度比はポイント差
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倍
）

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

（
人
）

一般職業紹介状況 
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【新規・有効求職、就職における年齢割合】 
 

 

 

令和 7年度  

                                     単位：人 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

※パートを含む常用 

※少数点第 2 位の四捨五入により、合計が 100％にならない場合がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

新規求人の産業別状況(全数) 

624 

745

841

927

966

726 

803

598

644

570

187 

236

225

237

245

482 

383

337

420

481

411 

400

381

361

372

688 

655

695

712

653

300 

463

333

296

307

0 1,000 2,000 3,000 4,000

令和3年度

令和4年度

令和5年度

令和6年度

令和7年度 建設業

製造業

運輸業

卸・小売業

医療・福祉

サービス業

その他

3,410人

3,594 人

3,597人

3,685人

3,418人

130 

1,219 

300 

95 

907 

219 

120 

1,007 

254 

231 

2,511 

658 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就 職

有効求職

新規求職

34歳以下 35～44歳 45～54歳 55歳以上

1431 人     (20.9%)      (15.3%)          (17.7%)                   （46.0％） 

2951 人        (21.6%)           (16.1%)       （17.8％）                       (44.5%) 

332 人         (22.5%)           (16.5%)          （20.8％）                    (40.1%) 
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【高年齢者（55 歳以上）の求職・就職状況】 

 

 

 

 
 
 

単位：人

年度

項目

545 481 471 524 615 640 633 658 3.9

2,009 1,879 1,644 1,836 2,052 2,563 2,455 2,511 2.3

214 194 169 171 214 258 254 231 ▲ 9.1

※パートを含む常用

令和6年度 令和7年度 前年度比（％）

就 職

有効求職

新規求職

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

 
                                  

【企業の定年制・継続雇用制度取扱状況】  
 

令和 7年 6月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業別 65歳以上の雇用確保措置を講じている企業

計 78 100.0% 78 100.0% 27 34.6%

建設業 19 24.4% 19 100.0% 5 26.3%

製造業 16 20.5% 16 100.0% 3 18.8% 78 3 24 51

運輸・通信業 7 9.0% 7 100.0% 3 42.9%

卸・小売・飲食・宿泊 13 16.7% 13 100.0% 5 38.5% 70歳までの就業確保措置を講じている企業

金融・不動産 1 1.3% 1 100.0% 0 0.0%

医療・福祉 9 11.5% 9 100.0% 3 33.3%

その他 13 16.7% 13 100.0% 8 61.5% 27 3 2 22 0

企業数
（21人以上の企業）

65歳以上の雇用確保

措置を講じている企業

70歳までの就業確保

措置を講じている企業

合計 定年制なし
65歳以上定

年
65歳以上の継

続雇用制度

合計 定年制なし
定年の引き上

げ
継続雇用制
度の導入

創業支援措
置等の導入

高年齢者の雇用状況等
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【求人・求職・就職の推移（全数）】           

単位：人
年度

項目
1,304 1,353 1,434 1,308 1,057 1,257 1,273 1,094 1,172 1,074 ▲ 8.4

716 643 698 579 604 647 697 664 657 669 1.8
3,175 3,557 3,871 3,610 2,637 3,512 3,477 2,888 3,109 2,867 ▲ 7.8
2,432 2,346 2,502 2,403 2,230 2,491 2,443 2,820 2,592 2,604 0.5

402 369 399 378 319 296 392 370 359 305 ▲ 15.0
1.31 1.52 1.55 1.50 1.18 1.41 1.42 1.02 1.78 1.10 ▲ 0.68

＊有効求人倍率の前年度比はポイント差

令和2年度 令和3年度 令和4年度 前年度比（％）

新規求人

令和5年度 令和6年度 令和7年度平成28年度 平成29年度

新規求職
有効求人
有効求職
就 職

有効求人倍率（倍）

令和元年度平成30年度

 【有効求人倍率の変動（全数）】 
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4,500

5,000
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求
人
倍
率(

倍
）

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

（
人
）

パートタイムの紹介状況 
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令和 7 年度 

 

  区分
全国

新潟県
糸魚川

区分 新規求職 登録者数 保留中
身体 18 180 39
知的 8 184 19
精神 25 148 22

151

14 5 43

就業中
5

82

80.5105.5 3.04

7 6

2.45

就職者数 新規登録 有効求職

14

120,467 29,210,526.0
雇用率(%)

2.41
56.0

障害者数 雇用率達成企業割合(%)

704,610.0
2,204 8,701.5

10 22 119

41 3,468 .5

企業数 法定雇用算定基礎労働者数

46.0
355,067.5

障害者の雇用・求職状況 

雇用保険二事業関係業務取扱状況

支給決定 対象者数 支給額（千円） 支給決定 対象者数 支給額（千円）

79 21,982 75 20,424

58 17,049 71 19,257

44 11,483 40 9,466

3 1,066 6 1,800

8 1,416 6 1,091

17 6,066 12 4,033

6 1,650 7 1,900

0 　－ 0 -

1 300 4 1,166

0 - 0 -

34 13,391 24 20,265

1 1 432 1 1 464

*令和6年度の就職困難者コース（60歳以上の者）には生涯現役コースが含まれてます。

令和6年度 令和7年度

特定求職者雇用開発助成金

知的障害者

項目

雇用調整助成金

通年雇用助成金

就職困難者コース

生活保護受給者等雇用開発コース

精神障害者

母子家庭の母等

父子家庭の父等

発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース

　60歳以上の者

身体障害者
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【高等学校】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高等学校の県内就職率】    【高等学校地域別・職種別就職状況】  

                 （％）      令和 8年 3 月卒 

 
 ＊県内＝管内＋県内他管内          ＊管内就職者の内訳 

57.8 

53.5 

48.1 48.2 

59.6 

55.4 
52.8 

43.4 

52.9 

81.0 81.4 

72.6 74.1 

88.8 
85.7 

80.6 80.3 
77.9 

87.3 
85.6 85.1 

87.2 88.4 88.6 
85.9 86.6 

84.4 

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

管内 県内 新潟県全体

52.9% 25.0% 22.1%

0.0% 50.0% 100.0%

地
域
別

新規学校卒業者職業紹介状況 

管内 36 人     県内他管内 17 人  県外 15 人 

項目
年度 計 管　内 県内他管内 県　外

281 68 261 68 36 17 15
男 170 44 - 44 24 11 9
女 111 24 - 24 12 6 6

276 76 270 76 33 28 15
1.8 ▲ 10.5 ▲ 3.3 ▲ 10.5 9.1 ▲ 39.3 0.0

管内3校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                               単位：人

令和7年3月卒

前年度比(％)

就　　　　　職卒　業
者　数

求　職

令和8年3月卒

求人

14%

11%

3%

39%

33%

専門・技術・管理

販売

サービス

製造

採掘・建設・労務

職
種
別
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【適用状況】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【産業別適用状況】 
 
 令和 7 年度 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
＊サービス業は、日本産業分類大分類 Ｌ学術研究、専門・技術サービス業、Ｍ宿泊業、飲食サービス業、Ｎ生活関連

サービス業、娯楽業、Ｑ複合サービス事業、Ｒサービス業（他に分類されないもの）を指す。  

1,645

193

3,429

84

565

15

850

116

1,594

56

1,315

202

833

67

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被保険者数

適用事業所数

建設業 製造業 運輸・通信業 卸・小売業 医療・福祉 サービス業 その他

区　分

年　度
新規

適用

うち

特例

うち

特例

うち

特例

うち

特例

令和7年度 733 13 10,231 35 1,026 87 1,280 79 884 71

令和6年度 747 5 10,604 48 1,111 75 1,199 75 894 69

前年度比（％） ▲ 1.9 160.0 ▲ 3.5 ▲ 27.1 ▲ 7.7 16.0 6.8 5.3 ▲ 1.1 2.9

適用事業所 被　　保　　険　　者　　

事業所数

年度末

被保険

者　数

資　格

取得数

資　格

喪失数

離 職 票

交付枚数

雇 用 保 険 業 務 

733 所 

10,231 人 
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求職者給付

43.4%

継続給付等

27.2%

就職促進給付

17.1%

高年齢者給付

9.2%

特例一時金

3.1%

【給付状況】 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【失業等給付構成比】 
 令和 7 年度  ※速報値であり、修正があり得る  

支給総額 

389,539 

（千円） 

区 分

年 度 決定件数 初回受給者 実人員 支給金額 支給人員 支給金額 支給人員 支給金額

令和7年度 　　※ 357 312 110 167,116 131 61,304 0 0

令和6年度 ※ 367 317 115 176,420 146 62,271 2 0

前年度比(％) ▲ 2.7 ▲ 1.6 ▲ 4.3 ▲ 5.3 ▲ 10.3 ▲ 1.6 ▲ 100.0 #DIV/0!

基本手当 再就職手当 常用就職支度手当

※速報値であり、修正があり得る　　　  　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　金額単位：千円

区 分

年 度 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額

令和7年度 57 12,018 148 35,825 15 748 10 1,902

令和6年度 56 11,399 163 38,136 22 690 7 1,150

前年度比(％) 1.8 5.4 ▲ 9.2 ▲ 6.1 ▲ 31.8 8.4 42.9 65.4

特例一時金 高齢求職者給付 教育訓練給付 介護休業給付

※速報値であり、修正があり得る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金額単位：千円

求 職 者 給 付 169,069

継 続 給 付 等
（高年齢雇用継続給付、

育児休業給付、介護休業

給付、教育訓練給付）

105,973

就 職 促 進 給 付
（再就職手当、常用就職

手当、就業手当、就業促

進 定 着 手 当 等 ）

66,654

高 年齢 者 給 付 35,825

特 例 一 時 金 12,018

支 給 総 額 389,539

金額単位：千円

区 分

年 度 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額

令和7年度 920 19,044 374 78,400 31 5,142

令和6年度 863 18,425 407 84,484 17 2,981

前年度比(％) 6.6 3.4 ▲ 8.1 ▲ 7.2 82.4 72.5

※速報値であり、修正があり得る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

基本給付金 基本給付金 出生時育児休業給付金

高年齢者雇用継続給付 育児休業給付
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新潟労働局基本理念 

新潟労働局（ハローワーク糸魚川）は、 
■ 総合的な労働行政を展開し、 

活力のある地域づくりを応援します。 
■ 懇切・公正・迅速を基本に、 

信頼される行政サービスに努めます。 
■ 職員一人ひとりの働きがいを大切にし、 

前向きで明るい職場を目指します。 

案 内 図 

ハローワーク糸魚川 
糸魚川公共職業安定所 

〒941-0067 糸魚川市横町 5 丁目 9 番 50 号 
TEL（025）552-0333 FAX（025）552-7129 

 

 

 

フォッサマグナミュージアム 

 地球や日本列島の誕生をわかりや
すく展示した石の博物館になりま
す。石の種類が豊富な糸魚川は、日
本列島の生い立ちを知る、日本で最
も適した場所の一つです。日本列島
を真っ二つにするフォッサマグナや
糸魚川－静岡構造線、ヒスイ、太古
の珊瑚礁でできた切り立った崖、活
火山焼山など、石が語る日本列島の
歴史が手に取るように分かります。 

（写真提供 一般社団法人糸魚川市観光協会） 

表 紙 の 写 真 

ＪＲ北陸新幹線 
えちごトキめき鉄道

●糸魚川駅下車 徒歩 15 分 


